
第  号議案

神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の件

神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

令和６年11月 27日提出

神戸市長 久   元   喜   造

神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

 （職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第１条 神戸市職員の給与等に関する条例（昭和26年３月条例第８号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。 ）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（初任給調整手当） （初任給調整手当）

第 10条 の ７  医 療 職 給 料 表 (1)の 適 用

を受ける職員又はこれに準ずる者で

あつて人事委員会規則で定めるもの

の職のうち採用による欠員の補充が

困難であると認められる職で人事委

員 会 規 則 で 定 め る も の に は 、 月 額

252,400円を超えない範囲内の額を、

採用の日の属する月の翌月（その日

が月の初日であるときは、その日の

第 10条 の ７  医 療 職 給 料 表 (1)の 適 用

を受ける職員又はこれに準ずる者で

あつて人事委員会規則で定めるもの

の職のうち採用による欠員の補充が

困難であると認められる職で人事委

員 会 規 則 で 定 め る も の に は 、 月 額

251,700円を超えない範囲内の額を、

採用の日の属する月の翌月（その日

が月の初日であるときは、その日の

77

（　29　）



属する月）から35年以内の期間、初任

給調整手当として支給する。 

属する月）から35年以内の期間、初任

給調整手当として支給する。 

２、３ ［略］ ２、３ ［略］

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。 ）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改 正 後  改 正 前  

別表第５ 指定職給料表（第３条関係） 別表第５ 指定職給料表（第３条関係） 

号給 給料月額 

 円  

１   707,000 

２   762,000 

３   819,000 

４   897,000 

５   967,000 

６  1,035,000 

７  1,109,000 

８  1,176,000 
 

号給 給料月額 

 円  

１   699,000 

２   753,000 

３   810,000 

４   887,000 

５   956,000 

６  1,024,000 

７  1,097,000 

８  1,163,000 
 

 備考  ［略］   備考 ［略］  

（職員に対する期末手当等の支給に関する条例の一部改正） 

第２条 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例（昭和28年６月条例

第23号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 
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(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の127.5（特別職に属する者にあつ

て は 100分 の 232.5（ 公営 企業 の管 理

者にあつては100分の 235）、管理職手

当の支給 を受ける 職員で規 則で定め

るもの及 び指定職 の職員（神戸市職

員の給与 等に関す る条例（昭和 26年

３月条例 第８号） 第３条第１項第５

号に規定 する指定 職給料表の適用を

受ける職員をいう。）（以下これらを

「特定幹部職員」という。）にあつて

は100分の107.5、特定任期付職員（地

方公共団 体の一般 職の任期 付職員の

採用に関 する法律 （平成 14年法律第

48号）第 ３条第１ 項の規定により採

用された職員をいう。以下同じ。）に

あつ ては 100分の 235）を 乗じ て得た

額に、基 準日以前 ６箇月以 内の期間

における その者の 在職期間の次の各

号に掲げ る区分に 応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の122.5（特別職に属する者にあつ

て は 100分 の 222.5（ 公営 企業 の管 理

者にあつては100分の 225）、管理職手

当の支給 を受ける 職員で規 則で定 め

るもの及 び指定職 の職員（神戸市 職

員の給与 等に関す る条例（昭和 26年

３月条例 第８号） 第３条第１項第 ５

号に規定 する指定 職給料表の適用 を

受ける職員をいう。）（以下これら を

「特定幹部職員」という。）にあつて

は100分の102.5、特定任期付職員（地

方公共団 体の一般 職の任期 付職員 の

採用に関 する法律 （平成 14年法律 第

48号）第 ３条第１ 項の規定により 採

用された職員をいう。以下同じ。）に

あつ ては 100分の 225）を 乗じ て得 た

額に、基 準日以前 ６箇月以 内の期 間

における その者の 在職期間の次の 各

号に掲げ る区分に 応じ、当該各号 に

定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～ (4) ［略］ (1)～ (4) ［略］ 
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３  法第 22条の４第１項の規定により

採用された職員（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）に対する

前項の規 定の適用 については、同項

中「100分の 127.5」とあるのは「100

分の71.25」と、「100分の107.5」と

あるのは「100分の 61.25」とする。 

３  法第 22条の４第１項の規定により

採用された職員（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）に対する

前項の規 定の適用 については、同 項

中「100分の 122.5」とあるのは「100

分の68.75」と、「100分の102.5」と

あるのは「100分の 58.75」とする。 

４、５ ［略］ ４、５ ［略］ 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２  勤勉手当の額は、算定基礎額に、

100分 の 107.5（ 特定 幹部 職員 にあつ

ては、100分の 127.5）を乗じて得た額

に、任命 権者が市 長の定め る基準に

従つて定 める割合 を乗じて得た額と

する。 

２  勤勉手当の額は、算定基礎額に、

100分 の 102.5（特定 幹部 職員 にあ つ

ては、100分の 122.5）を乗じて得た額

に、任命 権者が市 長の定め る基準 に

従つて定 める割合 を乗じて得た額 と

する。 

３  定年前再任用短時間勤務職員に対

する前項 の規定の 適用については、

同項中「100分の 107.5（特定幹部職員

にあつては、100分の 127.5）」とある

のは、「100分の 51.25（特定幹部職員

にあつては100分の 61.25）」とする。 

３  定年前再任用短時間勤務職員に対

する前項 の規定の 適用については 、

同項中「100分の 102.5（特定幹部職員

にあつては、100分の122.5）」とある

のは、「100分の48.75（特定幹部職員

にあつては100分の 58.75）」とする。 

４～６ ［略］ ４～６ ［略］ 

第３条 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の一部を次のように

改正する。 

次 の表 の第 ３条に よ る改 正前の 欄に 掲 げる規 定の 下線 又は 太線 の表 示部 分

（以下第１号及び第２号において「改正部分」という。）及び第３条による改

正後の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号にお

いて「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

（　56　）



(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

第３条による改正後 第３条による改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の125（特別職に属する者にあつて

は 100分の 227.5（公 営企 業の 管理 者

にあつては100分の 230）、管理職手当

の支給を 受ける職 員で規則 で定める

もの及び 指定職の 職員（神戸市職員

の給与等 に関する 条例（昭和 26年３

月条例第 ８号）第 ３条第１項第５号

に規定す る指定職 給料表の適用を受

ける職員をいう。）（以下これらを「特

定幹部職員」という。）にあつては100

分の105、特定任期付職員（地方公共

団体の一 般職の任 期付職員 の採用に

関する法律（平成14年法律第48号）第

３条第１ 項の規定 により採用された

職員をいう。以下同じ。）にあつては

100分の 230）を乗じて得た額に、基準

日以前６ 箇月以内 の期間に おけるそ

の者の在 職期間の 次の各号に掲げる

区分に応 じ、当該 各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の127.5（特別職に属する者にあつ

て は 100分 の 232.5（ 公営 企業 の管 理

者にあつては100分の 235）、管理職手

当の支給 を受ける 職員で規 則で定 め

るもの及 び指定職 の職員（神戸市 職

員の給与 等に関す る条例（昭和 26年

３月条例 第８号） 第３条第１項第 ５

号に規定 する指定 職給料表の適用 を

受ける職員をいう。）（以下これら を

「特定幹部職員」という。）にあつて

は100分の107.5、特定任期付職員（地

方公共団 体の一般 職の任期 付職員 の

採用に関 する法律 （平成 14年法律 第

48号）第 ３条第１ 項の規定により 採

用された職員をいう。以下同じ。）に

あつ ては 100分の 235）を 乗じ て得 た

額に、基 準日以前 ６箇月以 内の期 間

における その者の 在職期間の次の 各

号に掲げ る区分に 応じ、当該各号 に

定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～ (4) ［略］ (1)～ (4) ［略］ 

（　57　）



３  法第 22条の４第１項の規定により

採用された職員（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）に対する

前項の規 定の適用 については、同項

中「100分の 125」とあるのは「100分

の 70」と、「100分の 105」とあるのは

「100分の60」とする。 

３  法第 22条の４第１項の規定により

採用された職員（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）に対する

前項の規 定の適用 については、同 項

中「100分の 127.5」とあるのは「100

分の71.25」と、「100分の107.5」と

あるのは「100分の 61.25」とする。 

４、５ ［略］ ４、５ ［略］ 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２  勤勉手当の額は、算定基礎額に、

100分の 105（特定幹部職員にあつて

は、100分の 125）を乗じて得た額に、

任命権者 が市長の 定める基 準に従つ

て 定 め る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 と す

る。 

２  勤勉手当の額は、算定基礎額に、

100分 の 107.5（特定 幹部 職員 にあ つ

ては、100分の 127.5）を乗じて得た額

に、任命 権者が市 長の定め る基準 に

従つて定 める割合 を乗じて得た額 と

する。 

３  定年前再任用短時間勤務職員に対

する前項 の規定の 適用については、

同項中「100分の 105（特定幹部職員に

あつては、100分の 125）」とあるのは、

「100分の50（特定幹部職員にあつて

は100分の60）」とする。 

３  定年前再任用短時間勤務職員に対

する前項 の規定の 適用については 、

同項中「100分の 107.5（特定幹部職員

にあつては、100分の 127.5）」とある

のは、「100分の 51.25（特定幹部職員

にあつては100分の 61.25）」とする。 

４～６ ［略］ ４～６ ［略］ 

 （職員に対する期末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例の一部改正） 

第４条 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例

（平成11年 10月条例第36号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）
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については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

特別職の職員で常勤のものの給与に

関する条例（昭和26年３月条例第９号）

第１条に規定する者（教育長及び常勤

の監査委員並びに公営企業の管理者を

除く。）に限り、令和６年度の６月１日

及び12月１日を基準日とする期末手当

に関する神戸市職員に対する期末手当

等の支給に関する条例（昭和28年６月

条例第23号）第２条第２項の規定の適

用については、同項中「（特別職に属す

る者にあつては100分の 232.5（」とある

のは、「（特別職に属する者にあつては

100分の 232.5（市長にあつては100分の

232.5に 100分の 70を乗じて得た割合、

副 市 長 に あ つ て は 100分 の 232.5に 100

分の85を乗じて得た割合、」とする。 

特別職の職員で常勤のものの給与に

関する条例（昭和26年３月条例第９号）

第１条に規定する者（教育長及び常勤

の監査委員並びに公営企業の管理者を

除く。）に限り、令和６年度の６月１日

及び12月１日を基準日とする期末手当

に関する神戸市職員に対する期末手当

等の支給に関する条例（昭和28年６月

条例第23号）第２条第２項の規定の適

用については、同項中「（特別職に属す

る者にあつては100分の 222.5（」とある

のは、「（特別職に属する者にあつては

100分の 222.5（市長にあつては100分の

222.5に 100分の 70を乗じて得た割合、

副 市 長 に あ つ て は 100分 の 222.5に 100

分の85を乗じて得た割合、」とする。 

 （職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第５条 神戸市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成18年１月条例第38号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

（　59　）



(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（災害待機手当） （災害待機手当） 

第 35条  災害待機手当は、防災指令の

発令によ る勤務で あって、次の各号

に掲げる ものに従 事する職員（防災

指令が発 令された 当日における宿直

者及び日直者を除く。）に対して支給

し、その額は、勤務１回につき6,800

円を超え ない範囲 内におい て規則で

定める額とする。 

第 35条  災害待機手当は、防災指令の

発令によ る勤務で あって、次の各号

に掲げる ものに従 事する職員（防災

指令が発 令された 当日における宿直

者及び日直者を除く。）に対して支給

し、その額は、勤務１回につき6,600

円を超え ない範囲 内におい て規則で

定める額とする。 

(1)、 (2) ［略］ (1)、 (2) ［略］ 

附  則  

（施行期日等）  

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第５条の規定 令和７年１月１日 

(2) 第３条の規定 令和７年４月１日 

２  第１条の規定による改正後の神戸市職員の給与等に関する条例（以下「改正

後の給与条例」という。）の規定は、令和６年４月１日から適用する。 

３  神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の規定による令和６年12

月１日を基準日とする期末手当等の支給を受けない会計年度任用職員の給料及

びこれに相当する報酬は、改正後の給与条例の規定にかかわらず、令和６年11

月 30日までの間は、なお従前の例による。 

４  第２条の規定による改正後の神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する

条例の規定及び第４条の規定による改正後の神戸市職員に対する期末手当等の
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支給に関する条例の特例に関する条例の規定は、令和６年12月１日から適用す

る。 

（給与等の内払） 

第２条 改正後の給与条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定によ

る改正前の神戸市職員の給与等に関する条例の規定に基づいて支給された給与

は、改正後の給与条例の規定による給与の内払とみなす。 

（施行細目の委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、第１条の規定の施行に関し必要な事項は、人

事委員会規則で定める。 

 

理     由  

 本市人事委員会の給与等に関する報告及び勧告を尊重し、国及び他の地方公共

団体の給与の改定状況等を勘案して、職員の給与の改定を行うに当たり、条例を

改正する必要があるため。 
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